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第1章　研究の目的・背景
　本研究の目的は、マスメディア集中排除原則 i の
趣旨のひとつであるところの「放送の地域性」（以
下、「地域性」）について、民放地方テレビ局（以下、

「地方局」）の実情を踏まえた評価方法のフレーム
ワークを提言することにある。同原則は放送の「多
元性・多様性・地域性」を担保することで多様な主

体に「放送による表現の自由」の享受を認めようと
するものであるが、一方でこれら三原則については
定義・政策目標・評価方法がいずれも明確化されて
いないことが多くの論者から指摘されてきた ii。
　なかでも地域性については、情報環境の変化や地
域経済の縮小への対応が求められるなかで、地方局
の経営統合 iii や複数の放送対象地域における放送番
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組の同一化 iv が現実のものとなるなど、昨今改めて
議論の俎上に載せられている。この点、脇浜（2023）
の指摘するように、広域放送対象地域において地域
情報が失われつつあるという現実的な脅威が認めら
れるなかで、そうした経営判断や制度の前提には

「地域情報発信を確保するための仕組み」が不可欠
であると考えられるところ、そもそも「地域性をど
のように解釈・評価・担保すべきか」という基本的
な論点にさえ共通見解が見出されていない実情があ
るため、現状において有効な議論が進んでいるとは
言い難い。
　この点、橋本（2016a）は地域性を「多元性・多
様性 v」とは異なるレイヤーの概念として位置づけ
たうえで、それを「放送を中心とした業務により、
各地域の発展に資する地上基幹放送局が確保される
こと」（橋本、2016a：91）と定義付けている。すな
わち、地域性は各地方局が電波を用いた放送事業の
みならず、「地域密着」を実現するための（放送外
事業を含む）多様な取り組みを通じて総体的に発揮
するものであり、少なくともそれを「自社制作比率」
や「株式保有の地域密着」といった指標によっての
み評価することは困難といえる。また、地域性が

「どのように発現するかは各事業者や地域の状況に
応じて変化するものであり、放送制度はそれを支援
する形で整備するべき」（橋本、2022：196）とも考
えられ vi、そうだとするとその評価方法の検討にあ
たっては「いかに地方局や地域の実情を把握し、地
域性の発揮を支援しうるか」という観点をもつこと
が肝要といえる。
　他方、こうした考え方を社会実装するためには課
題もある。すなわち、制度をめぐる議論の前提とし
ての「地方局の実情」を把握する手段が限られてい
ることである。そもそも多忙な現場の従業員が外部
からの調査に応じる義務はなく、また、所管省庁の
委員会等にも多様な放送事業者を招聘する時間的余
裕が十分に確保されているわけではない。だからこ
そ放送制度、とりわけマスメディア集中排除原則を
めぐる議論は「『外的』検証に留まっており、その内
部でいかなる権力関係が作用しているかという、い
わば『内的』検討が不足している」（橋本、2016b：
54）状況から長らく脱することができていない。
　しかしながら、民間企業たる地方局は前述した環
境の変化に対応するため、言い換えれば現代社会に
おけるその持続可能性を担保するため、これまでに

ない形で地域性を発揮するための実践を蓄積してい
ると考えられる。そうだとすると、地方局内部にお
いて質的に変容しているであろう地域性を把握する
ことは、放送制度をリデザインするためにも必要不
可欠といえる。本研究がめざすのは、地方局におい
て複雑化した「地域性発揮」の全体像を把握したう
えで、それを実質的・総体的に支える手段としての

「地域性評価のフレームワーク」を提言することに
ある。次章では、本研究の用いる研究方法について
述べる。

第2章　研究方法
2-1．データの取得方法
　現在の地方局がどのように地域性を解釈し、具体
的な事業に落とし込んでいるか把握するため、本研
究は各事業社のウェブサイトに設置される新卒採用
特設ページ（以下「特設ページ」）に着目した。特
設ページ（採用情報の発信が単独で完結する自社内
に設置されたウェブページ）には多くの場合、会社
概要・従業員紹介・部署紹介・募集要項・従業員へ
のアンケート調査などのデータ・応募にあたっての
Q&A といった要素が含まれる。一部の地方局は社
長挨拶や企業理念（パーパス、MVVvii など）、さら
には従業員同士の座談会や有名な従業員を紹介する
独自企画を設け、多様な手段を講じて余すところな
く当該地方局に関する情報を掲載し、求職者からの
応募を誘引している。とはいえ特設ページには人事
担当部署や広告代理店等による編集が加えられてい
る可能性があり、本研究は「特設ページには当該地
方局の実態がすべて反映される」と主張するわけで
はない。一方で、人材流出が喫緊の課題である地方
局の特設ページにおいて実態とまったくかけ離れた
情報が掲載されることは考えづらく、少なく見積
もってもそこには各事業者の考える「地方局として
のあるべき姿」、あるいは「（多少の脚色はあれど）
地方局として重要だと考える自らの取り組み」が十
分に表現されるものと解される。
　本研究では、事業規模の大きい在京・在名・在阪
局を除く地方局 111 社のうち、データ取得日（2025
年 2 月 19 日）時点で特設ページを公開する 61 社を
対象にデータを収集した viii。主に用いたのは従業員
紹介ページの文章（55 社 464 名分）であり、これに
より本研究は「地方局の従業員が自分たちの業務の
魅力や本質をどのように言語化しているか」また
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「具体的にどのような手段によって地域性を発揮し
ようとしているか」という点について、従来の研究
とは異なる形での実態把握を試みる。併せて、特設
ページ内の社長挨拶（16社）や座談会（7社11企画）
についても副次的に分析を行った。なお、一部の地
方局において特設ページ上に掲載されていた「部
署・従業員等の紹介映像」や、日本民間放送連盟の
プラットフォーム（MIMPO.WORK）に掲載される要
素 ix は分析の対象外とした。表 1に系列ごと、表 2
に地域ブロックごとの調査対象社数を示す。また、
分析対象となった地方局は本稿末尾にまとめて掲載
した。これによれば系列ごとの偏りや、地域の経済
規模に起因する調査対象社の偏りは必ずしも認めら
れない。

2-2．データの分析方法
　本研究におけるデータの処理手順は次の通りであ
る。まず、各特設ページから従業員紹介文のデータ
を取得し、ショルダーコピー、標準的な 1 日のスケ
ジュールに関する文章、「地域性」に言及しない業務
の説明、メディア業界全般に当てはまる文言を削除
したうえで、テクストを意味の固まりごとに分割し
た。次に、テクストのうち、「地域性」、「地域性の発
揮された状態や前提」、「地域貢献」、「地域密着」の
言い換えにあたる文章を探索し、結果として 684 の
発話を抽出した。最後に、取得した発話を M-GTA
により分析した。M-GTA は「データをコンテキス
トでみていき、そこに反映されている人間の認識や
行為、そしてそれに関わる要因や条件などをていね
いに検討していく」（木下、2007：6）方法であり、
これを採用することは「地方局における『地域性の
発揮』を従業員の発話から可視化する」という本研
究の目的に鑑みて妥当なものといえる。各発話を精
読のうえ、概念名・定義・ヴァリエーション（具体
的な発話）・理論的メモの 4 項目について、ひとつ
の概念につきひとつの分析ワークシートに記入し
た。概念同士のまとまりは中カテゴリーに、中カテ

ゴリー同士のまとまりは大カテゴリーに整理した。
最終的に、得られた概念・カテゴリーを基礎として
結果図（4-1）を作成した。

第3章　特設ページの分析結果
3-1．カテゴリーおよび概念の特徴
　本研究は分析の結果、表 3の通り 5 の大カテゴ
リー、17の中カテゴリーおよび53の概念を得た。こ
のうち大カテゴリー「伝統的な『地域性』の源泉」に
は、「当該地域そのものの特性」、「長寿番組・継続
的なイベント」、「地元に根ざした情報発信」、「災害
情報発信」という 4 種類の中カテゴリーが含まれる
が、これらは伝統的に「地方局の役割」ないし「地
方局における地域性の源泉」として議論されてきた
内容と一致しており、本研究では中心的に扱わな
い。むしろ本研究が注目するのはそれ以外の 4 つの
大カテゴリーであり、ここには地域性を発揮するた
めの意識のあり方や、電波を用いた放送以外の事業
を通じた地域性の発揮、ひいては地域社会と連携し
た地域性発揮のあり方など、これまでの制度的議論
が必ずしも考慮してこなかった要素が言及されてい
る。なお、地方局における業務の拡張については、
特設ページ内の社長挨拶でもしばしば言及されてお
り、たとえば山陰中央テレビジョン株式会社 代表
取締役社長の田部氏は下記のように述べる。

TSK はもはやメディア事業にとどまらない地
域創造カンパニー、“テレビもやってる”会社で
す。常識にとらわれず、さまざまなジャンルの
事業にチャレンジしています。（山陰中央テレ
ビジョン ウェブサイトより）

　 同 社 は た と え ば 株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行・
READYFOR 株式会社とともに、島根県内の課題
解決・地域貢献に特化したクラウドファンディング
サービス「SHIMANECTION」を 2025 年から運営
し、同ウェブサイトを起点とした地域貢献に取り組

表1　系列ごとの調査対象社数（括弧内は該当する地方局の総数）

表2　地域ブロックごとの調査対象社数（括弧内は該当する地方局の総数）
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表3　カテゴリーおよび概念の一覧表
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んでいる。本研究の分析にあたっては、このように
地方局が従来期待されてきた役割を越えて自らの存
在意義を発揮する事例についても可能な限り抽象
化・理論化を試みる。

3-2．従業員の「地域性」発揮に向けた意識
　本調査から明らかになったことのひとつに、従業
員が「地方局に勤務することで地域性を積極的に発
揮したい」と意識するに至ったプロセスの多様性が
挙げられる。そこにはたとえば、大きな自然災害を
経験したことで「災害情報発信」という伝統的な地
方局の役割を再認識・自分ごと化した従業員もみら
れるし、子どもの頃の経験からテレビ局を志した方、
あるいは長く住んでいる地元ないし一度離れた地元
への愛着から地方局への就職を決意した事例もみら
れる。たとえば下記の発話がそれにあたる。

東日本大震災で、仙台に住む祖父母が被災しま
した。また就職のことを真剣に考え始めた大学
3 年の秋、猛烈な台風 19 号が首都圏を襲い、地
元周辺にも大きな被害が出ました。【中略】災
害時に少しでも早く多くの情報を伝えられる報
道機関を志望するようになりました。（札幌テ
レビ 2021 年入社 報道局 報道部）

　一方、放送対象地域外の出身者もまた地域性の発
揮を担う主体である。たとえばあるアナウンサーは、
自身がエリア内出身者でないことを自覚しつつ、外
部の目線をもつ従業員にしかできない形で視聴者と
のコミュニケーションを図っている。

県外から来ている方が見ても楽しめるように、
ここは県外の方が驚くだろうなというポイント
を逃がさないようにして、そういった方々の目
線でのコメントをするように、驚くところは驚
くというのは、ちゃんとするようにしています。

（南日本放送 2009 年入社 音声メディア部 ア
ナウンサー）

　このように、エリア外の出身者、あるいは他業種
からの転職者としての視線で当該地域の魅力を見出
し、それを地域内外に発信することで地域貢献を図
る意識はいくつかの地方局において共通して言及さ
れていた。これは「メディア従業員がメディアとし

て機能することで果たされる貢献」とも言い換えら
れる。ほかにも「県内の出来事だけではなく、全国
では何が問題となっているのか、だから滋賀はどう
するのか、常にアンテナを張っていないといけませ
ん」（びわ湖放送 1996 年入社 報道部デスク/アナウ
ンサー）といった発話もまた、「自らがメディアと
なって全国の情報を地域に落とし込む意識」に支え
られた地域性発揮のあり方と捉えられる。

3-3．オーダーメイドのコミュニケーション
　地方局が地域性を発揮するためには、当該地域を
中心に据えた日常的な関係構築が必要不可欠であ
り、その対象には地域住民のみならず、地域内外の
スポンサー企業も含まれる。地方局においてはこう
したコミュニケーションが地域性発揮の前提として
理解されており、それらは特設ページ上でも表現さ
れている。たとえばテレビ局への就職を機に東京都
から青森県に移り住んだある従業員は、これまでの
生活で「地域単位の思い入れ」がなかったことを述
懐するが、青森の魅力を発信する人・青森の伝統を
守り抜こうとする人・地域を盛り上げようとする人
を取材するなかで下記のような考えを抱くに至って
いる。

様々な人が個々の「想い」を持って生活を営ん
でいる。そんな人々の道のりを追いながら、そ
れぞれが持つ「想い」を県内だけでなくいつか
県外の人にも届けることが出来るようになるこ
とが今の私の目標です。（青森放送 2021年入社 
テレビ制作）

　このように、物理的な訪問による関係構築を通じ
て地域住民の取り組みや思考、感情を内面化してい
くこともまた、地域性発揮の基礎として位置づけら
れる。また、そうした場面における対話を通じて

「今の地域課題」を発見するとともに、その解決策
を地域と共創していくこともまた、いくつかの地方
局においては自覚的に探求されている。

地域の魅力発信と課題解決に貢献する、新たな
ビジネスモデル（既存事業でない）の確立・実現
に取り組んでいます。部署名の通り、地域（自
治体や企業、地元住民）と共に事業やサービス
を創っていく、活性化させる。“地域にとって
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欠かせない存在（＝地域プロデューサー）”と
評価される存在になることを目指しています。

（広島ホームテレビ 地域共創事業部）

地域の皆さんと直接触れ合う機会が多いことで
す。前職勤務でも地域の方々と関わることがあ
りましたが、山陰放送ではその範囲がさらに広
がり、様々な業界や背景を持つ方々と接するこ
とができます。特に外勤営業として、地域の声
を直接聞きながら、得意先各社のニーズに応え
られる提案を行えることにやりがいを感じてい
ます。また、地元に根ざしたメディアの一員と
して、地域の発展に貢献できることも大きな喜
びです。（山陰放送 2023 年入社 営業局 島根
支社）

　ここでいう「地域の課題」には、「地域社会（地
域住民）の課題」と「地域企業（≒スポンサー企業）
の課題」の両者が特段の区別なく含まれていること
に注意が必要である。また、そうした課題を解決す
るためにはエリア外企業と地元を繋ぐこともしばし
ば有効であると考えられており、そうだとすると在
京・在阪企業との日常的な関係構築も地域性の発揮
と無関係のものとして扱うことはできない。

3-4．当該地方局の価値最大化
　また、各特設ページには、そうした関係構築を前
提として推し進められる「地方局の価値を最大化す
るための方策」についても言及されていた。たとえ
ば地方局の従業員にとって「多くの人に見てもらう
こと（高い視聴率を得ること）」は、自社の広告媒
体としての価値を高めることと同義であり、それは
地域ないし地域ブロックにおける信頼の獲得・持続
に繋がる。こうして得られた自社への評価は地域性
を発揮するための必要条件として理解されており、
このことは就職活動の段階から意識されてもいる。

私は福島県出身で地元のテレビ局への就職も考
えましたが、就活を進めるうち、宮城の局は東
北ブロックの基幹局として東北全体を視野に入
れた仕事も数多くあることや、ミヤギテレビが
地域 No. 1 の視聴率を獲得するテレビ局である
ことを知りました。ミヤギテレビに入社すれば、
より多くの人に情報を伝えることができるうえ

広い意味で地元への貢献もできると思い、挑戦
することに決めました。（宮城テレビ放送 2023
年入社 編成局 編成部兼デジタルプロモーショ
ン部）

　また、地方局の価値を高めるためには最新の知識
と技術を修得する必要もある。この点、系列局との
人的・技術的連携を通じて得られた知見を地域に還
元することもそれに資すると考えられている。ほか
にも、地域における自社の認知度を高めるための取
り組みや、これまで扱われてこなかった「地元情報」
の発見と外部への発信、さらには海外への情報発信
もまた、こうした取り組みのなかに位置づけられて
いる。そのほか、複線的な情報発信手段を開発・活
用する事例についても次のような発話がみられた。

テレビ・ラジオ・イベント事業の次の柱として
注目したのがスマホアプリで、「南海放送アプ
リ」というオリジナルアプリを開発しました。
現在、テレビのネットワーク系列を超えて全国
20 の放送局にライセンスを提供しています。
アプリのほかにも、「デジタルを活用して地域
のためにできることは何か？」ということを考
え南海放送の強みがいかせる“ネット配信”に
注目しました。（南海放送 2014 年入社 コンテ
ンツビジネスセンター）

　すなわち、ここでも重視されているのは「地域の
ためにできること」という視点であり、こうした発
話からも「地域性の発揮」が電波を用いた放送によ
るものに限られないことは明らかである。このよう
な地方局の価値を最大化する取り組みがエンジンと
なって、各地方局において地域性発揮のための新た
な事業が実現されていくことになる。

3-5．地域の持続可能性への貢献
　本研究では、地域性発揮のための新たな事業を実
現するにあたって各地方局が「地域課題の解決を通
じた持続可能性への貢献」を重要なキーワードとし
て捉えていることが明らかになった。各地方局はそ
れぞれの特性を活かして「経済の持続可能性」、「環
境の持続可能性」、「社会の持続可能性」に貢献しよ
うとしており、それが地方局にとって現代的な存在
意義として認識されていることがわかる。とりわけ
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経済の持続可能性については、地方局がエリア内企
業の成長に貢献することが持続可能な地域経済に繋
がると考えられており、マスメディアとしての宣伝
能力を含め、利用可能な方法を総動員してそれを実
現しようとする地方局の姿がみられた。

部署や立場によって様々な貢献方法があると思
いますが、営業なのでやはり北海道企業の成長
に貢献することが“北海道のために”つながる
と思います。様々なメディアが生まれつつある
中でも、北海道は他エリアに比べテレビの影響
力は大きいと日々感じているので、テレビのメ
ディアパワーを活用して担当スポンサーの成長
に貢献できればと思います。（北海道文化放送 
営業局 営業部）

　また、環境の持続可能性への貢献にあたっては、
自然環境の維持・修復に取り組む例のほか、放送対
象地域内の農業への支援についても複数の地方局で
触れられていた。社会の持続可能性については、健
康・医療や教育・学習支援、貧困対策や地域共生社
会の実現、情報アクセシビリティの向上など、各地
方局が地域との日常的なコミュニケーションを通じ
て発見した幅広い分野における課題について、各地
方局に可能な範囲内で、ときには外部の主体と連携
をしたり、従業員の専門性・技術力を向上したりす
るなかで解決を図っている。こうした取り組みは特
設ページにおいて、たとえば下記のように言及され
ている。

県域放送のテレビ局が県民、ひいては国民から
愛され信頼のある情報を提供し、国民の知る権
利を担保するメディアを私達は守らなくてはな
りません。そのためにまず始めたことがAI生字
幕放送で、聴覚の障がいを持つ方やご高齢の視
聴者に対していかに分かりやすく、地元の情報
を受け取っていただけるか情報アクセスビリ
ティを充実させるため日々挑戦しています。（静
岡朝日テレビ 2023 年入社 放送技術部兼 ICT
センター 字幕制作ユニット）

主に高校生の“探究学習”という授業をサポー
トする「ひなた探究」という事業に携わってい
ます。ご協賛いただける企業様を集めたり、イ

ベントの企画運営をしたり、撮影に行くことも
ありますので、1 人で何役にもなれます。また、
今では宮崎発の「ひなた探究」が県外に飛び出
て少しずつ他県へ広がり、そのエリアで「○○
探究」として成長してきていることにも喜びを
感じています。（宮崎放送 2015 年入社 経営戦
略部）

　こうした事業を支えるのは 3-2 から 3-4 で述べて
きた各要素であり、かつそれらはしばしば外部組織
との連携によって、あるいは新たな部署を創設する
ことによって x 実現されている。
　これらが本研究の結果明らかになった、「放送の
地域性」の現代的な姿である。

第4章　地域性の質的拡張とその評価方法
4-1．結果図およびストーリーライン
　M-GTAによる分析を通じて得られた結果図は図 1
の通りである。これによれば、① 現在の地方局は

「地域課題の解決と持続可能性への貢献」（3-5）を志
向し、多様な事業を展開しているところ、ここにお
いてスポンサー企業の課題と地域住民の課題は同価
値のものとして扱われており、かつそれにマスメ
ディア事業者総体として貢献すべきことが認識され
ている。② そのための前提として「地方局の価値
最大化」（3-4）が必要であり、これこそが伝統的に
議論されてきた地域性（3-1）から離脱する、ないし
それを押し広げるためのエンジンとして機能する。
そしてそのためには、エリア内外の人的・技術的交
流や新たな伝送路の開発と活用をはじめとした自ら
のアップデートとそれに基づく地域からの信頼の獲
得・維持が求められる。③ そのために不可欠なの
が「組織内外のコミュニケーションと地域性発揮に
向けた意識との往還」（3-3、3-2）であり、外部人材
の採用や系列局等との人的交流といった認知的多様
性の担保策の必要性、さらにはジョブローテーショ
ンの有効性はこの点において認められる。

4-2．フレームワークの前提
　地域性評価のためのフレームワークの構築にあたっ
ては、先行研究が示すようにそれが地域の大きさや
市場規模、地理的特性を反映させる余地をもつ必要
がある。また、「地域番組枠」や「自社制作比率」を
コントロールするような行為規制は最後の手段とし
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て位置づけられるべきであり、本研究では扱わない。
　ここまで、地方局の特設ページの質的分析を通じ
て、地方局の従業員が「地域性の発揮された姿」を
どのように言語化しているか検証してきた。従来の
放送制度をめぐる議論がアクセスできなかった「各
従業員の具体的な発話」を端緒として見えてきたの
は、地方局における地域性の質的拡張であり、かつ
それらを支えるいくつかの要素であった。なかでも
注目すべきは、地域性拡張の源泉となり、結果図の
中央に位置する「地域性発揮に向けた意識」と「オー
ダーメイドのコミュニケーション」の往還である。
　次章では、経営層や従業員の構成から地域性を担
保する橋本（2022）のアイデアを基礎として、これ
までに述べてきた要素を直接的・間接的に支援ない
し実現しうる地域性評価のためのフレームワークを
提言する。

第5章　地域性評価のフレームワークの提言
5-1．従業員の構成による地域性の実装
　橋本（2022）は、地方局の放送対象地域内におけ
る情報格差を是正する観点から、役員や各部署の従
業員の一定割合を「放送対象地域の出身者（当該エ
リアの教育機関卒業者等も含む）で構成する」（橋
本、2022：196）ことにより間接的に地域性を担保
する方策を提案している。これは発表時点において
は根拠に欠けるアイデアでしかなかったものの、本
研究の結果はこの発想の有効性を一定程度担保しう
ると考えられる。
　すなわちこのアイデアの核となるのは「地方局に
おける認知的多様性を制度的に担保することで、実
態として多様な地域情報が扱われるようにする」と
いうものであり、これは本研究の結果明らかになっ
た「地域性の発揮には多方面のコミュニケーション
が必要であること」、「地域性の発揮にはエリア外や

図1　本研究の結果図
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他業種の目線をもたらすことも有効であること」と
いった結論と軌を一にするものである。したがって
本研究では、従業員の構成から地域性を担保するた
めの方法を精緻化する方向で検討を進める。これま
での議論を踏まえると、評価そのものが目的化する
のではなく、これを用いることで地域住民と地方局、
スポンサー企業をはじめとするステークホルダーと
地方局、あるいは地方局内部でのコミュニケーショ
ンが活性化しうるような評価方法が望ましい。

5-2．地域性の2段階評価
　本研究の提案する地域性評価のフレームワークは
図 2の通り図式化できる。
　大きな特徴としては、① 地域や地方局の実情を
可能な限り踏まえうる評価方法とするため、基本的
な場面と例外的な場面の 2 段階を想定していること

（したがってこれを仮に「地域性の 2 段階評価」と
名付ける）、② 地域性の評価を通じてコミュニケー
ションが誘発されるような仕掛けが施されているこ
との 2 点が挙げられる。
　まず基本的な方向性としては、① 経営層（意思
決定層）の過半数が当該地方局の放送対象地域出身
者 xi であること、② 経営層および報道、制作系部署

等に放送対象地域出身者と放送対象地域外出身者が
含まれること、③ 各部署における「出身者」の人
数および割合の公表を求めることが考えられる。
① について、もちろんある地域の「出身者」だか
らといって中央志向の価値観や全国ネットの制作慣
行に影響を受けていないとは限らず、これはあくま
でも補助的な指標にすぎないが、とはいえ当該地域
に土地勘を持った経営層による意思決定を促す観点
ではこうした枠組みが有効と考えられる。
　② は地方局において地域〈外〉の視線を制度的に
担保するための方策と位置づけられる。「経営層お
よび報道、制作部署等」とあるのは、たとえば営業
や編成など、地方局の状況によって外の目線を入れ
るべきセクションが異なるとも考えられるため、「ど
の部署に外部の視点を入れるべきか」を含めて組織
内の議論が活性化されるような形になっている xii。
　③ については、各部署の組成について県域放送
局の場合は都道府県内の市町村ごとおよび文化圏 xiii

ごとの人数と割合を、広域放送局の場合は放送対象
地域内の各都府県ごと、広域圏内の市町村ごと、文
化圏ごとの人数と割合を公表することを想定してい
る。文化圏の画定は各エリアの地方局が合議によっ
て定めるなど、地方局自身が評価軸の設定に携わる

図2　地域性評価のフレームワーク
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仕組みを設けることも有効と考えられる。これによ
り、地域住民や地元企業がこれまでとは異なる形で
地方局を評価する道が開けるし、地方局としては

「なぜそのような組成になっているのか」、あるいは
「そのような組成であっても各市町村の情報を十分
に扱うことができると考える根拠」を自らの言葉で
示す必要性が生じ、結果として地域内でのコミュニ
ケーションの活性化が期待される。
　こうした基本方針を満たしていない場合には、地
方局は自らが「それでも放送事業者総体として地域
性を発揮している」と考える根拠を示すことが求め
られる。そこにはたとえば、本研究において言及さ
れてきた「地域の持続可能性への貢献」のための事
業や、地方局の価値最大化を企図した業務、さらに
は地域性発揮に係る意識や能力を醸成するための組
織内での取り組みや、地域内・系列局内での人材交
流、地域の多様な主体との連携なども含まれるだろ
う。そしてここで示された根拠は、BPO に設けら
れる新たな部会ないし新たに設立される評価機関に
おいて定性的な第三者評価を受けることになる。そ
してここで認定が受けられない場合には、当該地方
局は「地域性を発揮していない」ことになり、「地
域情報発信を確保するための仕組み」を前提とした
制度の活用、たとえば「複数の放送対象地域におけ
る放送番組の同一化」に係る認定を受けることがで
きなくなる。
　これを前提とすれば、たとえば今後放送対象地域
の拡張を実現する制度を実装する際には、組織構成
を変えずに拡張する場合は「拡張前の放送事業者が

『地域性あり』」で、かつ一定期間内に「拡張後の放
送対象地域においても『地域性あり』となること」
を要件として定めることが考えられる。同様に企業
合併を伴う放送対象地域の拡張にあたっては、「合
併前のすべての事業者が『地域性あり』」で、かつ
一定期間内に「合併後の事業者が拡張後の放送対象
地域において『地域性あり』となること」を認定の
要件とすることが望ましいだろう。

第6章　本研究の成果と今後の課題
　本研究では、特設ページ内に掲載される「従業員
紹介」の文言を収集・分析することで、地方局の従
業員が地域性やそれが発揮された状態をどのように
言語化しているか探り、そこから「地方局の実情を
踏まえた地域性評価のフレームワーク」の構築を試

みた。本研究はこれまでのマスメディア集中排除原
則や地域性をめぐる論考とは明確に異なるアプロー
チを採っており、これまでに研究者がほとんどアク
セスできなかった「従業員の思考」に多少なりとも
触れることができたことは、従来の議論において手
詰まりとなっていた部分を突破することができた点
において一定の意義がある。また、最終的に提案さ
れたフレームワーク（5-2）は必ずしも地方局にとっ
て負荷の高いものではなく、それでいて地域性発揮
の前提となる多方面のコミュニケーションを促進し
うるものと評価できるため、導入コストや有効性の
面でも優位性があるものと考えられる。今後はこう
したフレームワークを基礎として、定量的な「測定
基準」の策定に係る議論を開始することも可能だろ
う。
　他方、結果図やそれに基づくフレームワークの根
拠となったデータが「全体の半数程度の地方局にお
ける特設ページの文言に過ぎない」こと（また、デー
タ取得日が地方局の採用フローにおいて中途半端な
時期だったこと）は、本研究の限界と直結している。
これを解決するためには、本研究では調査対象から
除外した採用プラットフォームの内容分析を追加で
行うなど、データの数を増やしていくほか、「そも
そも各特設ページの文言が地方局においてどのよう
な方針・方法で収集・編集されているか」といった
情報も入手する必要がある。ほかにも、採用研究

（recruitment research）の分野では伝統的に「現実
的職務予告」（Realistic Job Preview）の効果に係る
議論が蓄積されており（Wanous, 1992 など）、そこ
ではネガティブ情報を含む自社情報を求職者に対し
て開示することの重要性が指摘されるが、地方局が
そうした観点を意識しているか否かも検証する必要
があるだろう。地方局を対象とした実証研究の蓄積
を続けることはもとより、本研究で用いられた方法
を精緻化することもまた、地域性をめぐる議論に前
進をもたらす契機となりうるものである。
　さらに、本稿の提言したフレームワークを前提と
すると、今後は「地域社会や地域住民が求める『放
送の地域性』とはいかなるものか」また「地域性を
発揮するために地方局が自らの価値をどのように表
現し、いかにして地域社会との関係構築に取り組む
必要があるか」といった点も論点となりうるが、こ
れらは今後の課題としたい。
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注
i	 放送法第 93 条第 1 項第 5 号および「基幹放送の

業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表
現の自由享有基準の特例に関する省令の一部を改
正する省令」に規定される制度のこと。これまで、
主に構造規制（株式保有制限・役員兼任制限など）
や行為規制のあり方が論点となってきた。

ii	 たとえば村上（2016）は、株式保有（資本面）の
地域密着が必ずしも自社制作比率に結びついてい
ないことから、「放送の地域性」を考える際には
資本構造以外の要素を含む「総合的な検討」が必
要であると述べる。また、樋口は「地域性」（放送
のローカリティ）が「いったい何を指し、そして、
なぜ重要視されたのかについては、十分に検討さ
れてきたとはいえない」（樋口、2021：13）と指摘
する。

iii	 たとえば「読売中京 FS ホールディングス」の設
立（2025 年 4 月）など。

iv	 「放送法及び電波法の一部を改正する法律」（令和
5 年法律第 40 号）では、複数の放送対象地域にお
ける放送番組の同一化を認定するにあたって「同
一化が可能な放送対象地域の上限や、地域情報発
信を確保するための仕組み」を講じることが求め
られている。

v	 放送の「多元性」は「同一放送対象地域内に複数
の放送事業者が存在すること」、「多様性」は「多
様な番組が放送されること」と概ね理解されてき
た（橋本、2022：191）が、これらの評価方法も
明確に定まっているわけではない。

vi	 1987 年に開催されたいわゆる「放送政策懇談会」
においても、放送制度は社会動向の変動に応じて
柔軟に見直されることが想定されている（ニューメ
ディア時代における放送に関する懇談会、1987）。

vii	 グロービス経営大学院（2025）によれば、MISSION
は「企業の存在意義」、VISION は「目指すべき未
来像」、VALUE は「共有すべき価値観・行動原則」
を指す。

viii	 なお、いわゆる採用プラットフォームのウェブサ
イトは、投入した金額の多寡により掲載可能な情
報量が変動することから、各地方局の表現したい
内容が十分に反映されていないものと判断し、本
研究においては分析対象外とした。

ix	 2026 年 1 月現在では、各地方局の採用情報や各部
署の業務、従業員の声が事業者横断的に掲載され
ているが、分析当時（2025 年 2 月）はコンテンツ
の量が限定的であった。

x	 紙幅の都合上詳細に触れることはできないが、た
とえば SDGs をビジネス化するために 2021 年に立
ち上げられたテレビ静岡の「エリア連携事業部」
などがこれにあたる。

xi	 「出身者」要件については、基本的には本籍地や
出身校（大学まで）の所在地、入社前の当該地域
での居住年数等で判断することが考えられるが、
この基準自体を各地域の地方局が合議で決定する
こともありうる。

xii	 こうした枠組みを設けることで、憲法上の「職業
選択の自由」や「居住・移転の自由」との実質的
なコンフリクトが生じるとの指摘もありうるが、
第 1 章で述べた通り、マスメディア集中排除原則
の趣旨たる「放送の地域性」は、経済的自由権に
比して厚い保障が求められる「表現の自由」に紐
付く概念であって、かつ本稿で示したフレーム
ワークは必要最小限の制約により実質的な「地域
性」担保を実現するものであるから、許容されう
るものと考える。

xiii	 ここでは、山形県の庄内地域・最上地域・村山地
域・置賜地域や、島根県の出雲地方・石見地方・
隠岐地方といった水準の文化圏、すなわち当該地
域の住民に一般的に共有されている文化圏を想定
している。
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ウェブサイト（特設ページ：いずれも2025年 2月
19日最終アクセス）
青森朝日放送株式会社（https://www.aba-net.com/

business/saiyo/）
青森放送株式会社（https://www.rab.co.jp/recruit/）
び わ 湖 放 送 株 式 会 社（https://www.bbc-tv.co.jp/

recruiting/）
福井放送株式会社（https://www.fbc.jp/7/recruit）
広 島 テ レ ビ 放 送 株 式 会 社（https://www.htv.jp/

recruit/index.html）
北 海 道 文 化 放 送 株 式 会 社（https://www.uhb.jp/

recruit2025/）
北海道放送株式会社（https://www.hbc.co.jp/entry/）
北海道テレビ放送株式会社（https://www.htb.co.jp/

htb/saiyou/）
株式会社あいテレビ（https://www.itv6.jp/recruit/）
株式会社愛媛朝日テレビ（https://eat.jp/recruit.html）
株式会社中国放送（https://rcc.co.jp/saiyou/）
株式会社福岡放送（https://www.fbs.co.jp/recruit/）
株 式 会 社 福 島 中 央 テ レ ビ（https://www.fct.co.jp/

recruit/）
株式会社福島放送（https://www.kfb.co.jp/recruit/
株 式 会 社 東 日 本 放 送（https://www.khb-tv.co.jp/

recruit/）
株式会社広島ホームテレビ（https://www.home-tv.

co.jp/recruit/）
株 式 会 社 高 知 放 送（https://www.rkc-kochi.co.jp/

rkcweb/recruit）
株式会社熊本放送（https://recruit.rkk.jp/）
株 式 会 社 熊 本 県 民 テ レ ビ（https://www.kkt.jp/

recruit/）
株 式 会 社 南 日 本 放 送（https://www.mbc.co.jp/info/

saiyou/）
株式会社宮城テレビ放送（https://www.mmt-tv.co.jp/

recruit/）

株式会社長野放送（https://www.nbs-tv.co.jp/company/
recruit/index.php）

株式会社新潟放送（https://www.ohbsn.com/corporate/
recruit/）

株式会社大分放送（https://obs-oita.co.jp/recruit/）
株式会社山陰放送（https://www.bss.jp/recruit/）
株 式 会 社 瀬 戸 内 海 放 送（https://www.ksb.co.jp/

company/recruit/）
株式会社仙台放送（https://www.ox-tv.co.jp/recruit/）

株式会社静岡朝日テレビ（https://www.satv.co.jp/         
0900recruit/

株式会社静岡第一テレビ（https://www.tv-sdt.co.jp/
company/）

株 式 会 社 テ レ ビ 愛 媛（https://www.ebc.co.jp/
company/recruit/）

株 式 会 社 テ レ ビ 高 知（https://www.kutv.co.jp/
recruitment/）

株 式 会 社 テ レ ビ 宮 崎（https://www.umk.co.jp/
recruitsite/）

株 式 会 社 テ レ ビ 西 日 本（https://www.tnc.co.jp/
saiyo/）

株式会社テレビ新潟放送網（https://www.teny.co.jp/
company_info/recruit/）

株式会社テレビ埼玉（https://www.teletama.jp/recruit/）
株 式 会 社 テ レ ビ 新 広 島（https://www.tss-tv.co.jp/

saiyou/）
株式会社テレビ静岡（https://www.sut-tv.com/recruit/）
株式会社テレビ信州（https://www.tsb.jp/company/

recruit/）
株 式 会 社 テ レ ビ ユ ー 福 島（https://www.tuf.co.jp/

recruit/）
株 式 会 社 テ レ ビ ユ ー 山 形（https://www.tuy.co.jp/

contents/recruit/）

株式会社テレビ北海道（https://www.tv-hokkaido.co.         
jp/company/recruit/）

株 式 会 社 TVQ 九 州 放 送（https://www.tvq.co.jp/
recruit2025/info.html）

株式会社山形テレビ（https://www.yts.co.jp/recruit/）
北陸放送株式会社（https://www.mro.co.jp/corporate/

recruit/）
北日本放送株式会社（https://www.knb.ne.jp/recruit         

2025/）
九州朝日放送株式会社（https://kbc.co.jp/recruit/）
三重テレビ放送株式会社（https://www.mietv.com/
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recruit/）
南海放送株式会社（https://www.rnb.co.jp/saiyo/）
西 日 本 放 送 株 式 会 社（https://www.rnc.co.jp/info/

recruit/）
岡山放送株式会社（https://www.ohk.co.jp/recruit/）
沖 縄 テ レ ビ 放 送 株 式 会 社（https://www.otv.co.jp/

recruit/）
大分朝日放送株式会社（https://www.oab.co.jp/recruit/）
RKB 毎日放送株式会社（https://rkb.jp/saiyo2/）
RSK 山 陽 放 送 株 式 会 社（https://www.rsk.co.jp/

company/recruit/）
琉 球 朝 日 放 送 株 式 会 社（https://www.qab.co.jp/

recruit/）
琉球放送株式会社（https://www.rbc.co.jp/corp/info/

recruit/）
山陰中央テレビジョン放送株式会社（https://tsk-saiyo.

com/）
札幌テレビ放送株式会社（https://saiyo.stv.jp/）
四 国 放 送 株 式 会 社（https://www.jrt.co.jp/recruit/

recruit_index/）
東北放送株式会社（https://www.tbc-sendai.co.jp//07         

whats/recruit/）
富 山 テ レ ビ 放 送 株 式 会 社（https://www.bbt.co.jp/

recruit/）

橋本　純次（はしもと　じゅんじ）

社会構想大学院大学コミュニケーショ
ンデザイン研究科准教授。東北大学法
学部・大学院法学研究科、ロンドン大
学ゴールドスミス校を経て、2019 年
に東北大学大学院情報科学研究科修
了。博士（学術）。民放地方テレビ局
の持続可能性を高める制度・組織・コ
ミュニケーションのあり方に関する研

究と、マスメディアを中心としたリスク・コミュニケーショ
ンの社会実装に関する研究に従事。
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